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関係各位

岐阜県における多文化共生の推進に向けて

　平成元年の入管法の改正により、日系人を対象に就労等の活動制限のない入国が認められ、定住する外国人が増加しています。2003年末の全県人口に対する外国人登録者の割合は2％を超えていますが、これら外国人の多くが就労を目的とした在留であり、地域経済の担い手として重要な位置を占めています。
これにともない、増加する在住外国人を巡る様々な問題も顕在化してきており、互いに理解し合いながらともに暮らしていける多文化共生社会の形成が必要とされています。
このような状況の中、（財）岐阜県国際交流センターでは、岐阜県における多文化共生の現状と課題を分析・整理するため、県内在住外国人及び企業・団体等にアンケート及び聞き取り調査を行うとともに、学識経験者、企業関係者、国際交流団体関係者、外国籍県民及び行政関係者からなる「在住外国人との共生社会検討委員会」を設置し、岐阜県における多文化共生社会の形成に向けた様々な課題について、検討、協議を進めてきました。
そして、このたび同検討委員会において、その検討、協議の結果を、別添のとおり、「岐阜県における多文化共生の推進に向けて」としてとりまとめ、ご提言いただきました。
（財）岐阜県国際交流センターでは、この提言を受けて、岐阜県、各市町村、ＮＰＯ及び民間団体のほか、国の関係機関にも熱心な働きかけを行い、岐阜県における多文化共生社会の形成が一層促進されるよう努力してまいります。
また、この提言が出発点となり、多文化共生社会の形成に向けた取り組みについて、全県民の関心や議論が高まることを期待します。
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